
一般不妊治療（人工授精）費助成事業実施要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、少子化社会対策基本法（平成 15 年法律第 133 号）第 13 条第 2 

項に規定する地方公共団体が講ずる施策として実施する一般不妊治療（人工授精）

に要する費用について必要な事項を定めるものとする。 

 （助成対象者等） 

第2条 この事業の助成対象者は、次の各号に掲げるすべての要件を満たす者とする。 

（１）夫婦（事実婚を含む。以下、同じ。）であること 

（２）医療機関において不妊症と診断された夫婦であること 

（３）治療費助成の申請日における妻の年齢が４０歳以下であること 

（４）人工授精を受けた日から申請日までの間、夫婦（事実婚を含む）いずれか

が継続して西原村内に住民登録（又は外国人登録原票）があること 

 （助成金の額） 

第 3条 人工授精に要した費用に対して、夫婦１組につき５万円まで助成する。 

 （申請） 

第 4 条 助成を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、人工授精を受けた

日の属する月の初日から起算して６月以内に、村長に申請を行うものとする。 

申請には、西原村一般不妊治療（人工授精）費助成事業申請書（様式第１号）によ

り、次の書類を添え村長に申請しなければならない。ただし、（ウ）から（オ）の

書類については、申請者の同意を得て村内で確認が可能な場合は、省略できるもの

とする。 

（ア）西原村一般不妊治療（人工授精）費助成事業受診等証明書（様式第２号） 

（イ）人工授精治療に係る領収書 

（ウ）婚姻関係を証明できる書類 

（事実婚の場合：住民票の続柄に夫（未届）、妻（未届）等の記載があり、

他に法律上の配偶者がいないことを証明するもの等。） 

（エ）住所地を証明する書類 

（オ）夫及び妻の所得額を証明する書類 

（決定） 

第 5条 村長は、申請受理後、速やかに審査を行い、助成の承認をしたときは、西

原村一般不妊治療費助成事業承認決定通知（様式第３号）により申請者に通知す

る。また、助成を認めないときは、理由を付して西原村一般不妊治療費助成事業

不承認決定通知（様式第４号）により申請者に通知するものとする。 

 

（支給要件） 

第 6条 支給要件は次のとおりとする。 

１ 夫及び妻の前年所得（１月から５月までに申請をする場合は、前々年の所得）

の合計額が７３０万円未満である場合に助成を行う。 



２ １の所得の範囲及び所得の額の計算方法は、それぞれ児童手当法施行令（昭和

４６年政令第２８１号）第２条及び第３条の規定を準用する。 

（その他） 

第７条 個人情報の保護について 

本事業の実施に当たっては、職員は、申請者のプライバシーに十分配慮し、また、

職務上知り得た個人情報については、秘密保持を厳守しなければならない。 

（雑則） 

第 8条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に村長が定める。 

 附 則 

 この告示は、令和元年 10 月 1 日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


